
第６回 コメ政策と飼料用米の今後に関する意見交換会２０２１

第２回 座談会
主催 一般社団法人日本飼料用米振興協会

基調報告（資料配布）
農林水産省 農産局穀物課課長補佐企画班長
角谷 磨美（かどたに まみ）さん
「飼料用米をめぐる情勢について」

活動報告
①（青森県の稲作生産者）
林 久利（はやし ひさとし）さん（15分）
宮本 富樹（みやもと とみき）さん（発言補助）

②（群馬県の畜産生産者）
櫻井 康生（さくらい やすお）さん（15分）

助言者 信岡 誠治 (15分）
司 会 加藤 好一

開催日時：２０２１年１２月３日（金）１４：００～１６：４０
会 場：食糧会館 会議室 （東京都中央区日本橋小伝馬町１５－１５
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第２回座談会 会場風景
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２０２０年１１月１７日（火） 撮影配置図イメージ

第１回座談会配置イメージ

演壇 挨拶

信岡誠治

澤田一彦 宮澤哲雄

加藤 好一





２０２０年１１月１７日（火） 撮影風景



ご挨拶

本日は、コロナ禍の中で、従来、７０名前後の参加で開催してまいりました「コメ政
策と飼料用米に関する意見交換会」。昨年は、第１回座談会という形で、参加を報道関
係者のみに限定して開催し、ビデオ収録を行いホームページで発表をいたしました。今
年は、よく理由は不明ながら、ワクチンを集中的に摂取したからとも言われています
が、とにもかくにも第５波が収まり、小康状態になってまいりました。今後、状況を見
ながら、正常な運営に戻していきたいと考えます。

新たな変異株であるオミクロンによる感染に注視しつつ、飼料用米振興協会として
は、本来の普及のためのシンポジウムや意見交換会などを再開してまいりたいと存じま
す。

今年は、コロナ禍による外食産業での業務用米の不振などで食用米が一段と過剰とな
る中で、飼料用米の生産が大きく増えました。

今後、米価急落に伴う稲作農家の離農加速の懸念や現在の民間主導型のコメ需給対策
で改善が図れるのか、コロナ禍に伴う資源価格や食料価格高騰で世界的に大きく変化し
ている食料需給に対応していけるのか、今後、私たちが声を大にして求めてきた飼料用
米の「本作化」は実現できるのか、水田農家と畜産農家の連携や結合へ向けて、何をな
すべきなのかなどしっかりと議論をしていきたいと考えます。

今後、一層の飼料用米の普及に向けて、お米育ちの畜産物のブランド化などを消費者
と結びついて進めていきたいと考えます。

２０２１年１２月３日

一般社団法人 日本飼料用米振興協会

理事長 海老澤惠子



令和３年12月
農林水産省農産局

飼料用米をめぐる情勢について
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禁煙近年は▲８万㌧／年程度

禁 煙最近は▲10万㌧／年程度

○ 主食用米の全国ベースの需要量は一貫して減少傾向にある。最近は人口減等を背景に年10万トン程度と

減少幅が拡大。
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米の需要量の推移

【主食用米の需要量の推移】

資料：農林水産省「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」



○ 平成20年以降、主食用米の需要減少分は、飼料用米等の拡大で対応されている。こうした取組を進めることで、水田がフルに活用さ
れ、生産者等の主体的経営判断による需要に応じた米生産の推進が期待される。

※ 、（）は飼料用米のみの面積

水田の利用状況の推移
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主食用米：138万ha

※ 水稲、麦、大豆：「耕地及び作付面積統計」、主食用米：「作物統計」、加工用米、飼料用米等（飼料用米、米粉用米、ＷＣＳ用稲、新市場開拓用米等）：「新規需要米の取組計画認定状況」、備蓄米：穀物課調べ

麦：17万ha

〔25年産〕 水稲作付面積：165万ha 加工用米：3.8万ha

主食用米：153万ha

加工用米：2.8万ha

主食用米：158万ha

加工用米：4.7万ha
飼料用米等：12.5万ha（8.0万ha）

〔23年産〕 水稲作付面積：163万ha

加工用米：3.9万ha

飼料用米等：6.6万ha（3.4万ha）

備蓄米：1.2万ha
〔24年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：152万ha

加工用米：3.3万ha
飼料用米等：6.8万ha（3.5万ha）

備蓄米：1.5万ha

〔26年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：147万ha

加工用米：4.9万ha
飼料用米等：7.1万ha（3.4万ha）

備蓄米：4.5万ha
〔27年産〕 水稲作付面積：162万ha

主食用米：141万ha
備蓄米：4.5万ha

主食用米：152万ha
飼料用米等：5.4万ha（2.2万ha）

備蓄米：3.3万ha

大豆：12万ha

〔28年産〕 水稲作付面積：161万ha

主食用米：138万ha
備蓄米：4.0万ha

飼料用米等：13.9万ha（9.1万ha）
加工用米：5.1万ha

〔22年産〕 水稲作付面積：166万ha

飼料用米等：3.7万ha（1.5万ha）

〔21年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：159万ha 飼料用米等：1.8万ha（0.4万ha）

〔平成20年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：160万ha 飼料用米等：1.2万ha（0.1万ha）

加工用米：2.6万ha

大豆：12万ha 麦：17万ha

大豆：11万ha

大豆：11万ha

大豆：11万ha

大豆：12万ha

大豆：12万ha

大豆：12万ha

大豆：13万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

加工用米：2.7万ha

〔29年産〕 水稲作付面積：160万ha

主食用米：137万ha
備蓄米：3.5万ha

飼料用米等：14.3万ha（9.2万ha）
加工用米：5.2万ha

大豆：12万ha

麦：17万ha

〔30年産〕 水稲作付面積：159万ha

主食用米：139万ha 備蓄米：2.2万ha

飼料用米等：13.1万ha（8.0万ha）
加工用米：5.1万ha

大豆：12万ha

〔令和元年産〕 水稲作付面積：158万ha 加工用米：4.7万ha
飼料用米等：12.4万ha（7.3万ha）

備蓄米：3.3万ha
麦：17万ha大豆：12万ha

主食用米：137万ha

〔２年産〕 水稲作付面積：158万ha 加工用米：4.5万ha
飼料用米等：12.6万ha（7.1万ha）

備蓄米：3.7万ha
麦：18万ha大豆：11万ha



２．農業の持続的な発展に関する施策

（６）需要構造等の変化に対応した生産基盤の強化と流通・加工構造
の合理化

エ 米粉用米・飼料用米

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策

食料・農業・農村基本計画（抜粋）

③ 米政策改革の着実な推進と水田における高収益作物等への転換

米粉用米については、ノングルテン米粉第三者認証制度や米粉の

用途別基準の活用、ピューレ等の新たな米粉製品の開発・普及によ

り国内需要が高まっており、引き続き需要拡大を推進するとともに、

加工コストの低減や海外のグルテンフリー市場に向けて輸出拡大を

図っていく。また、実需者の求める安定的な供給に応えるため、生

産と実需の複数年契約による長期安定的な取引の拡大等を推進する。

飼料用米については、地域に応じた省力・多収栽培技術の確立・

普及を通じた生産コストの低減を実現するとともに、バラ出荷等に

よる流通コストの低減、耕畜連携の推進、飼料用米を給餌した畜産

物のブランド化に取り組む。また、近年の飼料用米の作付けの動向

を踏まえ、実需者である飼料業界等が求める米需要に応えられるよ

う、生産拡大を進めることとし、生産と実需の複数年契約による長

期安定的な取引の拡大等を推進する。

食料消費の

見通し

生産努力

目標

（万トン）

克服すべき課題国内消費仕向量

（万トン）

１人・１年

当たり消費量

（kg/人・年）

平成30

年度

令和12

年度

平成30

年度

令和12

年度
米 845

(54)
797
(51)

821 806○事前契約・複数年契約などによる実需と
結びついた生産・販売

○農地の集積・集約化による分散錯圃(ほ)
の解消・連坦(たん)化の推進

○多収品種やスマート農業技術等による多
収・省力栽培技術の普及、資材費の低減
等による生産コストの低減

米
米粉用米・
飼料用米を
除く

799
(54)

714
(50)

775 723○食の簡便化志向、健康志向等の消費者
ニーズや中食・外食等のニーズへの対応
に加え、インバウンドを含む新たな需要
の取り込み

○コメ・コメ加工品の新たな海外需要の拡
大、海外市場の求める品質や数量等に対
応できる産地の育成

米粉用米 2.8
(0.2)

13
(0.9)

2.8 13○大規模製造ラインに適した技術やアル
ファ化米粉等新たな加工法を用いた米粉
製品の開発による加工コストの低減

○国内産米粉や米粉加工品の特徴を活かし
た輸出の拡大

飼料用米 43
(－)

70
(－)

43 70○飼料用米を活用した畜産物のブランド化
と実需者・消費者への認知度向上・理解
醸成及び新たな販路開拓

○バラ出荷やストックポイントの整備等に
よる流通段階でのバラ化経費の削減や輸
送経路の効率化等、流通コストの低減

○単収の大幅な増加による生産の効率化

（第１表）令和12年度における食料消費の見通し及び生産努力目標

注１：政策の実施に当たっては、食料消費の見通しや生産努力目標を見据えつつ、その時々の国内
外の需要や消費動向の変化等に臨機応変に対応し、国内生産の維持・増大と農業者の所得向
上を実現していくものとする。

12

食料・農業・農村基本計画（令和２年３月31日閣議決定）における飼料用米の位置づけ（抜
粋）

ア 消費者・実需者の需要に応じた多様な米の安定供給

国内の米の消費の減少が今後とも見込まれる中、水田活用の直接

支払交付金による支援等も活用し水田のフル活用を図るとともに、

米政策改革を定着させ、国からの情報提供等も踏まえつつ、生産者

や集荷業者・団体が行う需要に応じた生産・販売を着実に推進する。
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飼料用米の需要



飼料用米の需要量

○ 農林水産省では、畜産農家と耕種農家とのマッチングのため、新規需要について要望調査を実施しており、

令和３年産飼料用米については、畜産農家から約１万トン（53件）の希望が寄せられているところ。

〇 さらに、全農グループ飼料会社において約58万トン、日本飼料工業会において約66万トンの受入が可能であるな
ど、配合飼料メーカーからの要望もあるところ。

○ 畜産農家とのマッチング

① 新たに飼料用米の供給を希望する畜産農家の連

絡先や希望数量・価格等の取引条件を聞き取り、需

要者情報としてとりまとめ、産地側（地域再生協・耕

種農家等）へ提供

② 地域（再生協）における飼料用米の作付面積や数

量を聞き取り、産地情報として取りまとめ、利用側

（畜産農家等）へ提供

③ 各関係機関が連携し、マッチング活動を推進

農林水産省（本省・農政局等）

耕
種
農
家

都道府県、県農業再生協議会

地域農業再生協議会
①

②
③

畜
産
農
家
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・ 飼料業界の主要４団体が、飼料用米の生産拡大に向け、飼

料用米に取り組む生産者に対するメッセージをとりまとめ、公表。

・ 当面の飼料用米の使用可能数量は4団体で120万トン程度と

十分に利用できる体制になっており、安心して飼料用米生産に

取り組んでいただきたい旨が記載。

○ 飼料用米の畜産農家における新規需要量及び飼料業界
団体における使用可能数量
・ 畜産農家の新規需要量 ：約１万トン（53件） （令和３年２

月現在）

・ 全農グループ飼料会社：年間約58万トン

（米使用可能数量約78万トンのうちＭＡ米・備蓄米を含まな

い数量。）

・ （協）日本飼料工業会組合員工場 ：年間約66万トン

（米使用可能数量約99万トンのうちＭＡ米・備蓄米を含まない数

量。）

○ 飼料業界主要４団体の飼料用米生産拡大に向けた
メッセージ （平成29年3月28日公表）



○ 各飼料業界団体における国産飼料用米の年間使用可能数量は、約130万トン。

○ 畜種別には、肉用牛約７万トン、乳用牛約８万トン、豚約31万トン、採卵鶏約40万トン、ブロイラー約42万トン。

飼料用米の畜種・業界団体別使用可能量

15

注１：各飼料業界団体からの聞き取りであり、輸入とうもろこし以下の価格であることを前提に、現状の施設・能力から試算した使用可能数量（２年12月現在）
２：各飼料業界団体の畜種別使用可能見込数量は畜種別使用割合から試算した数量。
３：各飼料業界団体の畜種別使用割合(政府備蓄米及びMA米を含む使用割合)は、
全農グループ及び日本飼料工業会は聞き取り等による推計値、全国酪農業協同組合連合会及び日本養鶏連は令和元年度実績より算出。

４：全国酪農業協同組合連合会及び日本養鶏連の使用可能数量には飼料用米のほか一部政府備蓄米及びＭＡ米を含む。
５：四捨五入の関係で合計欄が一致しない場合がある。

肉用牛 乳用牛 豚 採卵鶏 ブロイラー 合 計

全農グループ飼料会社
千トン 29 29 179 179 162 579

（使用割合） 5% 5% 31% 31% 28% 100%

日本飼料工業会組合員工場
千トン 40 40 132 198 251 661

（使用割合） 6％ 6％ 20％ 30％ 38％ 100%

全国酪農業協同組合連合会
千トン 2.2 12.6 － － － 14.8

（使用割合） 15% 85% － － － 100%

日本養鶏連
千トン 1.4 － 0.7 22.3 11 35.4

（使用割合） 4% － 2％ 63% 31% 100%

合 計
千トン 73 82 312 399 424 1,290

（使用割合） 6% 6% 24% 31% 33% 100%

○ 配合飼料の主原料であるとうもろこしと同等、またはそれ以下の価格での供給。

○ 実需者の需要に応じた安定的な供給。

【実需者が産地に求める取組み】
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生産コストの低減
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○ 飼料用米の単収分布（令和２年産）

飼料用米の取組の現状

※農林水産省調べ

各
階
層
の
面
積(ha)

単収(kg/10a)

【参考】単収の推移

平均単収：539kg/10a

○ 飼料用米については、多収品種の導入や区分管理での取組による本作化が進展。

○ また、飼料用米の生産の約８割が経営規模（全水稲の作付面積）が５ha以上の大規模農家により担われている。

○ 飼料用米生産者の経営規模（全水稲の作付面積）
別分布状況（令和２年産）

全水稲の作付規模
５ha以上が約８割

全水稲の作付面積

※農林水産省調べ

水稲生産者全体では、
作付規模５ha以上の
農家数は全体の５％

平均 539kg /10a

【飼料用米の作付・生産状況】

注：「区分管理」とは、主食用米を生産する圃場とは異なるほ場で飼料用米のみを作付ける手法で、主食用米と同一のほ場で飼料用米を
生産する「一括管理」と比べて、多収品種の導入が容易で、飼料用米の定着が期待できる。
「飼料用米生産量」は、実際の収量を反映した実績値。

(kg/10a)

H26年産 H27年産 H28年産 H29年産 H30年産 R元年産 R２年産

水稲平年単収 530 531 531 532 532 533 535

水稲平均単収 536 531 544 534 529 528 531

飼料用米平均単収 554 555 558 549 538 539 539 17

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３

飼料用米作付面積（万ha） 3.4 8 9.1 9.2 8 7.3 7.1 11.6

うち、多収品種の作付面積（万ha） 1.3 3 3.9 4.6 4.5 4.3 4.0 ･･･

割 合 39% 37% 43% 50% 56% 60% 56% ･･･

うち、区分管理の取組面積（万ha） 2.7 6 7.3 7.6 7 6.5 6.3 ･･･

割 合 80% 75% 80% 83% 88% 89% 89% ･･･

飼料用米生産量（万トン） 19 44 51 50 43 39 38 ･･･
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○ 農業競争力強化プログラム（平成28年11月29日農林水産業・地域の活力創造本部決定）にお

いては、多収品種の導入拡大などによる飼料用米の生産コスト低減、また、耕種農家と畜産農
家の連携による、飼料用米の特徴を活かした畜産物の高付加価値化を図る取組を進めることと
された。

（１） 食料・農業・農村基本計画で掲げた飼料用米の生産努力目標の確実な達成に向けて、生産性の向上
と畜産物のブランド力強化が飼料用米生産の持続可能性の確保につながる理想的なサイクルを実現する
必要がある。

（２） このため、水田活用の直接支払交付金による支援とあわせて、現場で取組可能な飼料用米の生産コ
スト低減策をとりまとめた「飼料用米生産コスト低減マニュアル」や「飼料用米多収日本一」表彰を活用しな
がら、多収品種の導入、多収を実現する低コスト栽培技術の普及などを推進し、飼料用米の生産コスト低
減を進める。

（３） また、耕種農家と畜産農家の連携により、飼料用米を輸入とうもろこしの代替品として利用するだけで
はなく、その特徴を活かして畜産物の高付加価値化を図る取組を進める。

農業競争力強化プログラム（平成28年11月29日農林水産業・地域の活力創造本部決定） ≪抜粋≫

10 飼料用米を推進するための取組

飼料用米の生産コスト低減に向けて



注１：（ ）内は、生産費全体に占める割合である。 注２：上記の生産費は、出荷前の段階までに掛かる経費であり、搬出・出荷経費、流通経費等は含まれない。
注３：農業所得は、生産費総額から家族労働費、自己資本利子及び自作地地代を控除した額を粗収益から差し引いて算出される。
資料：｢平均的な姿及び｢米の担い手の姿(認定農業者15ha以上層)｣は『農業経営統計調査 平成25年産米生産費』

産業界との連携や省力技術の
導入等による効果

平均的な姿 米の担い手の姿
（認定農業者15ha以上層）

生

産

費

15,229円/60kg

11,374円/60kg

10,490円/60kg

○ 多収の実現（生産コスト▲16～19%）

（例） ① 多収品種の導入
② 適正な肥培管理

○ 産業界の努力も反映した生産
資材費の低減

（例） ① 未利用資源の活用
（肥料価格▲７％）

② 海外向けモデルの国内展開
（農機価格▲20～30％）

○ 大規模経営に適した省力栽培
技術・品種の開発・導入

（例）① 直播栽培（労働時間▲25%）
② ＩＣＴを活用した作業管理 等

地
域
や
経
営
に
適
し
た
技
術
等
を
選
ん
で
導
入

【目標：約7,615円/60kg】

担い手への農地集積と農地の大区画化を更に
推進することにより、コストを一層削減

《担い手の飼料用米生産コストの考え方》
➢ 米生産費統計の調査対象経営体のうち、飼料用米の作付けがある経営体を対象
に、食用米の費用を100とした場合の割合を聞き取り、これを米生産費の「認定農
業者がいる経営体のうち、作付規模15ha以上」に乗じることにより算出

25年産米生産費
2013年産（基準年）

10年後
2025年産

担い手の飼料用米の生産コスト目標

○ 平成27年６月に決定した日本再興戦略改定2015において、担い手の飼料用米生産コストを2025年産までに2013年産
の全国平均から５割削減する目標を掲げている（15,229円/60㎏→7,615円/60㎏）

27年産米生産費

担い手（飼料用米）
（認定農業者15ha以上層）
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・基本性能の
絞り込み
・耐久性の
向上 ・フレキシブルコンテナの利

用（機械化に
よる省力化等）

・土壌診断に基づく施肥量の適
正化（肥料の自家配合等）、
精密可変施肥

農業機械の低コスト仕様 肥料コストの低減

未利用資源の活用合理的な農薬使用

・発生予察による効果的か
つ効率的防除
・輪作体系や抵抗性品種の
導入等の多様な手法を組
み合わせた防除（IPM）

⇒化学農薬使用量抑制

・鶏糞焼却灰等の利用

⇒土壌改良
資材のフレコン利用
（20kg袋比７%低価格化）

⇒基本性能を絞った海外向け
モデルの国内展開等

（標準モデル比２～３割の 低
価格化）

⇒従来品比
７%低価格化

農業生産資材価格の引下げ

➢ 生産資材業界の再編や法規制等の見直し
➢ 生産資材価格や取引条件等の「見える化」

● 今後10年間（2023年まで）で全農地面積の８割を担い手に集積
・ 分散錯圃の解消
・ 農地の大区画化、汎用化

大規模経営に適合した品種

作期の異なる品種の組合わせ

作期を分散することで、同じ人数で作付を拡大でき、機械
稼働率も向上

コシヒカリ コシヒカリミルキーサマー あきだわら

作業ピークを分散
１日当たり
作業量

作業時期

直播栽培（育苗・田植えを省略）

（実証例）

労働時間
18.4時間/10a→13.8時間/10a
（移植） （直播）

費用（利子・地代は含まない）

103千円/10a →93千円/10a
（移植） （直播） 無人ヘリの活用も可能

単収
530kg/10a→700kg/10a
（全国平均） （多肥栽培で単収増）

生産費
16千円/60kg（全国平均）

→13千円/60kg（試算）

スマート農業技術の活用

作業が
短期間に集中

省力栽培技術の導入

営農管理システムの導入等により、
作業のムダを見つけて手順を改善
（実証例）

田植え作業時間
1.62時間/10a→1.15時間/10a
（補植作業時間の削減）

鉄コーティング種子

担い手への農地集積・集約等

密苗栽培

○ 担い手への農地集積・集約化、生産資材価格の引下げ、現場で取組可能な飼料用米の生産コスト低
減策をとりまとめた「飼料用米生産コスト低減マニュアル」や「飼料用米多収日本一」を活用しなが
ら、多収品種の導入、多収を実現する低コスト栽培技術の普及により単収の向上等を図ることで、生
産コストの低減を推進

飼料用米の生産コスト低減に向けた具体的な取組

育苗箱数を減らせるため、資材費の低減が可能。
苗継ぎも少なく省力的
（実証例） 育苗箱数 15～18箱/10a → 5～6箱/10a

（参考） 米の生産コスト（３０年産）
全国平均 ：１万５千円/60kg
１５ha以上層：１万１千円/60kg

多収品種
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生産資材費の低減

http://www.koizumi-web.com/img/stcj-003-003.jpg


多収品種について

県名 品種名

北海道 そらゆたか（710）

青森県 青系201号（811）

岩手県
つぶゆたか（672）、つぶみのり（687）、たわわっこ
（739）

秋田県 秋田６３号（725）、たわわっこ（717）

福島県 たちすがた（599）、アキヒカリ（827）

長野県 ふくおこし（870）

新潟県

新潟次郎（669）、アキヒカリ（709）、亀の蔵
（645）、
ゆきみのり（681）、いただき（689）、亜細亜のかお
り(817)

富山県 やまだわら（718）

兵庫県 兵庫牛若丸（615）、あきだわら（563）

島根県 みほひかり（546）

福岡県
タチアオバ（660）、ニシアオバ（644）、たちすがた
（600）、ツクシホマレ（578）、夢一献（575）

宮崎県
タチアオバ（660）、み系358号（702）、宮崎52号
（620）

主な特認品種の例（令和３年産）主な多収品種の例

［注］（ ）の数値は研究機関における実証単収の一例で、単位はkg/10a 21

ミズホチカラ（728）
モグモグあおば（724）

たちじょうぶ（757）
北瑞穂（606）
きたげんき（907)

べこごのみ（686）
いわいだわら（842）
ふくひびき（703）
べこあおば（732）
夢あおば（722） えみゆたか（768）

ホシアオバ（694）
オオナリ（762）
もちだわら（792）
北陸193号（780）
モミロマン（823）
クサホナミ（669）
みなちから（816)
ふくのこ（644）

○ 多収品種については、現在、「需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領」において、以下
の２区分が設けられている。
① 国の委託試験等によって、飼料等向けとして育成され、子実の収量が多いことが確認された25品

種（多収品種）
② 一般的な品種と比べて子実の収量が多く、当該都道府県内で主に主食用以外の用途向けとして生

産されているもので、全国的にも主要な主食用品種ではないもののうち、知事の申請に基づき地方
農政局長等が認定した品種（特認品種）



○ 農林水産省では、目標の確実な達成に向け「飼料用米生産コスト低減マニュアル」を公表。

「飼料用米生産コスト低減マニュアル」の作成

現場の農業者が取り組みやすい飼料用米のコスト低減策を示した
「飼料用米生産コスト低減マニュアル」を作成し、公表しました。なお、
より現場に寄り添ったものとするため、現場での失敗事例とその対応
を整理し、本マニュアルの掲載ホームページに追加掲載しています。
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「飼料用米生産コスト低減マニュアル」
目次

第１章 多収の達成
１ 取り組む方の条件に応じて収量を確保しやすい品種

を作付
けしましょう
（１）多収品種について
（２）多収品種を使用する際の留意事項

２ 肥料をしっかりと投入することで多収を実現しま
しょう

（１）多収を確保するための多肥栽培
（２）輪作の活用

第２章 栽培の合理化
１ 育苗・田植え作業における生産コスト低減技術

（１）直播栽培の導入
（２）疎植栽培の導入
（３）乳苗移植栽培の導入
（４）プール育苗の導入

２ 施肥管理における生産コスト低減技術
（１）堆肥の利用
（２）安価な肥料の利用
（３）施肥作業の省力・低コスト化

３ 収穫・調整作業等における生産コスト低減技術
（１）立毛乾燥技術の導入
（２）もみ米サイレージとしての出荷
（３）調整工程の簡素化

第３章 規模拡大
（１）農地集積・団地化による規模拡大の推進
（２）作期分散による大規模化の推進



■ 趣 旨

飼料用米生産農家の生産水準の向上を推進するため「飼料用米多収日本一」を開催し、生産技術の面から
先進的で他の模範となる経営体を表彰し、その成果を広く紹介する。

■ 内 容
全国の飼料用米生産者のうち、
①作付面積がおおむね１ha以上（区分管理に限る
）

②飼料用米の多収化、生産コスト低減等に取り組
む

経営体からの応募を受け、飼料用米の10a当たりの
収量が優れる経営体を表彰します。

■ 褒賞区分

・農林水産大臣賞
・農産局長賞
・全国農業協同組合中央会会長賞
・全国農業協同組合連合会会長賞
・協同組合日本飼料工業会会長賞
・日本農業新聞賞

■ 令和２年度受賞者（敬称略）

「飼料用米多収日本一コンテスト」の開催
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褒賞区分
単位収量の部 地域の平均単収からの増収の部

受賞者 都道府県 受賞者 都道府県

農林水産大臣賞 出島 博昭 秋田県
農事組合法人 伏古生産組合
代表理事 柴田 隆

北海道

政策統括官賞
有限会社 豊心ファーム
代表取締役 境谷 一智

青森県 遠目塚 春生 宮崎県

全国農業協同組合中央会会長賞
農事組合法人 ふながわ
代表者 由井 久也

富山県 伊藤 裕彦 北海道

全国農業協同組合連合会会長賞 浅井 孝司 北海道 天水 茂 北海道

協同組合日本飼料工業会会長賞 高橋 俊惠 青森県
カンドーファーム株式会社
代表取締役 田尻 一輝

島根県

日本農業新聞賞 五十嵐 光博 山形県 柿並 博志 宮崎県
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流通コストの低減



・管内14カ所のCE及びRCのうち、老朽化した1カ所のCEを改修し、
飼料用米の調製保管施設として利用。

・管内のRCや個人で乾燥した籾を施設のサイロビンに集約保管し、
需要先の利用形態に応じて籾摺りをして出荷。
地域の飼料用米流通の拠点施設となっている。

（秋田県内のJAの事例）②-１ 既存CE・RCの再編利用

飼料用米の乾燥・調製・保管場所の確保にかかる事例

○ 多収品種に取り組む産地の中には、
① 空きのできた既存の主食用米倉庫の一部に保管している事例
② 既存のカントリーエレベーター（CE）・ライスセンター（RC）の再編利用により新たな投資を最小限に抑えながら保管場所を確
保している事例

③ 地域内で一定量の飼料用米の生産拡大が見込めるとして新たに飼料用米専用のCEを建設している事例がある。
○ 畜産側では、飼料の自家配合を行う比較的規模の大きな農家が飼料用米保管タンクや倉庫を設置している事例がある。

・地域のCE・RCの再編に伴い、既存のCEにサイロ等
を増設し、主食用米と飼料用米とを区分して管理。

市内で生産する飼料用米は当施設で一元的に処理。

②-２ 既存CE・RCの再編利用 （熊本県内のJAの事
例）

・飼料用米の区分集出荷体制を確立し、主食用米へ
の混入を防止。

③ 飼料用米専用CEの新設 （宮城県内のJAの事例）

・年間を通じて均質な飼料用米を供給できる体制を
構築するため、平成24年に飼料用米専用のCEを新
設。・これまで管内の11ヶ所のRCで行われていた飼料用
米の乾燥調製を本CEに集約化するとともに、老朽
化した4カ所のRCを閉鎖するなど施設の再編合理化
も実施。

畜産側

畜産農家における飼料用米保管タンクの設置
（山口県内の養鶏農家の事
例）• 飼料用米専用の保管タンクを整備し、飼料用米の

集荷・保管等を一元管理することによりコスト

を削減。

• 地域の耕種農家と連携して、飼料用米の生産・利

用ネットワークを構築。

①既存倉庫の利用

・空きが生じた主食用米の倉庫の
一部を利用。

・フレコンに品種名を明記し、倉庫
内での分別保管を徹底。

（栃木県内のJA の事
例）

（イメー
ジ）

産地側

（「平成21年度強い農業づくり交付金」を活用）
※ 令和３年度の場合、「強い農業・担い手づくり総合支援交付金」を活用可能

（「平成23年度戦略作物生産拡大関連施設緊急整備事業」を活用）
※ 令和３年度の場合、「強い農業・担い手づくり総合支援交付金」を活
用可能

（「平成28年度畜産クラスター事業」を活用）
※令和３年度の場合、「畜産クラスター事業」を活用可能

畜産農家における飼料用米保管施設の設置

※令和３年度の場合、「強い農業・担い手づくり総合支援交付金」で導入可能

• 地域で生産された飼料用米（籾米）をハウ

スにおいてフレコン保管。施設内に設置し

た粉砕機で粉砕後、周辺の酪農家・肉牛

農家に供給。

（静岡県内の酪農家主体のコントラクターの事
例）
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（「平成21年度強い農業づくり交付金」を活用）
※ 令和３年度の場合、「強い農業・担い手づくり総合支援交付金」を活用可能



○ 飼料用米の産地は全国に存在するが、配合飼料工場は、主に、太平洋側の港湾地域に立地が集中。

○ 飼料用米については、生産者団体による飼料用米の集荷・流通体制が確立されていることから、稲作農家
自らが需要先の確保や配合飼料工場への供給に携わらずとも、飼料用米の生産に取り組むことが可能。

配合飼料メーカーの立地状況と飼料用米の集荷・流通体制

畜産農家

【集
荷
・保
管
】

稲作農家

飼料工場近くの営業倉庫
等で開袋、バラ化

Ｃ
Ｅ
か
ら
バ
ラ
出
荷

【搬
入
前
の

バ
ラ
化
作
業
】

【受
入
・

配
合
作
業
】

（配合飼料）

全国生産者団体による飼料用米の集荷・流通体制

飼料工場

工場の要望に応じてその都度搬入される

農業倉庫〔又は産地ＣＥ〕
玄米、フレコンでの保管が大半

農協 ○ 農協は、CEや耕種農
家が乾燥した飼料用米
を地域の農業倉庫等で
保管。

○ 農協と出荷契約を締
結した全国団体は、飼
料メーカーの要望に応
じ、工場近くの営業倉庫
等で開袋・バラ化作業を
行い、工場に搬入。

○ 飼料メーカーは、とう
もろこしの代替として飼
料用米を配合し、畜産
農家に出荷（工場は、在
庫として保有せず、計画
的に受入・配合）。

（飼料用米）

（飼料用米）
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資料：公益社団法人配合飼料供給安定機
構

「配合飼料産業調査」を基に作成
※1 本調査に協力を得られた承認工場及
び

承認工場を有する企業を対象として
いる

配合飼料工場の立地状況※1

企業数：59社
工場数：106工場

・ 飼料工場は、主に、太平洋側の港湾
地域に立地。

・ 畜産主産地から比較的近い港湾が原
料受入港として整備され、そのような
港湾地域への工場の集約が進展。
うち全国生産者団体系列の工場：20工場

系列の工場のみ立地
系列と系列以外の工場が立地
系列以外の工場又は畜産以外の工
場のみ立地



※農林水産省では、全国生産者団体（全農）が創設した仕組みの運用を可能とするため、「米穀の出荷販売業者が遵守すべき事項を定める省令」（平成

21年11月５日農林水産省令第63号）を一部改正（平成26年11月公布、平成27年２月施行）

○ 全国生産者団体（全農）は、 飼料用米を生産者から直接買い取り、自ら保管・流通・販売する仕組みを創設し、運用している。

○ 全農に出荷された米の輸送経費は、基本的には輸送距離に応じて高くなるが、契約した運送業者等における帰り荷の有無等も影響
するため、輸送距離のみによって決まるものではない。

○ 流通経費は、一般的に金利・倉敷料や販売手数料等の他の経費と合わせて計算され、生産者が受け取る販売代金から差し引くこと
で精算されている。

過 去現 在

ＪＡ等

大
手
配
合
飼
料
工
場

生産者
地
元
畜
産
農
家

大
手
配
合
飼
料
工
場全国生産者団体

（全農）

ＪＡ等で適正な
手数料を得にくい

販
売
先
確
保

が
難
し
い

生産者

ＪＡ等の保管
場所の確保
が難しい

全農自身が広域的な
販売先を確保し、保管
、流通も対応

販売委託

全農はＪＡ等に適正な
業務委託料を支払

遠隔地の配合飼料工
場

直接販売
地
元
畜
産
農
家

遠隔地の配合飼料工
場

全国生産者団体
（全農）

業務委託

全
農
が
全
国
ベ
ー
ス
で
一
元
的
に
流
通
を
行
う

こ
と
で
流
通
の
円
滑
化
、
経
費
の
合
理
化

ＪＡ等

遠隔地への
輸送経費が高い

生産者対応

全農による飼料用米の直接買取りスキーム

全国生産者団体による集荷･流通について

27



28

飼料用米を活用した畜産物のブランド化



なごみのかなで

○ 飼料用米の利活用に際しては、単なる輸入とうもろこしの代替飼料として利用するのみならず、その特徴を活かし
て畜産物の高付加価値化を図ろうとする取組が見られる。（39道府県97事例）

○ 国産飼料であることや水田の利活用に有効であること等をアピールしつつ、飼料用米の取組に理解を示す消費者
層等から支持を集めつつある。

飼料用米を活用した畜産物のブランド化事例①

（青森県）
常盤村養鶏農業協同組合
【こめたま】

サンライス・「つがる豚」推進協議会
【つがる豚】

（宮城県）
(有)日向養豚【かこうれんポーク】
みやぎ循環型優良和牛生産組合【みやぎ美らいす】

（千葉県）
ブライトピックグループ
【旭の米仕上げ】
北見畜産（有）【千葉のこめ豚】
（有）比留川畜産【養老もち豚】

（栃木県）
亀和田・北赤塚営農組合【かぬまの真珠卵、鹿沼のこめこっこ】

農林水産省調べ［令和３年４月時点］

（岩手県）
(株)フリーデン【やまと豚米らぶ】
(有)キロサ肉畜生産センター
【玄米育ち岩手めんこい黒牛】
(株)岩手ファーム【稲穂のみのりたまご】
(有)コマクサファーム【八幡平稲穂豚】
(株)ニチレイフレッシュ【純和鶏】
(有)ありす畜産【お米育ち豚】

ぶたまい

（茨城県）
（株）和家養豚場【和之家豚八十八】

木徳神糧（株）・内外食品（株）【つくばオーガニックチキン、つくば
茜鶏、つくば鶏】
ＪＡ新ひたち野、小幡養鶏【穂の香卵】
常陽醗酵農法牧場（株）【桜井さんちのひたち豚】
茨城県米活用豚肉ブランド推進協議会【ひたち米豚】
茨城農女ファーム【烏骨鶏卵プレミアムヘルシーマヨネーズ】

わ の か と ん や そ は ち

（神奈川県）
神奈川中央養鶏協同組合【お米たまご】
神奈川県立中央農業高等学校【中農白たまご】

（秋田県）
森吉牧場【秋田純穂豚】
ポークランドグループ
【日本のこめ豚、米っこ桃豚】
大曲北部地域・畜産クラスター
協議会【まんまぶた】

じゅんすいとん

（静岡県）
森山養鶏場【スルガ・ホワイト】
（有）伊豆鶏業【鶏愛卵土（静岡こめ玉子）】
（株）青木養鶏場【富士の鶏】
森静畜産【森の姫牛】

（長野県）
（株）マルイチ産商【信州米豚】
（農）会田共同養鶏組合【あいだの米たまご】

南信飼料用米利用普及協議会【信州産ミルクジャム、信州
駒ヶ根高原フローズンヨーグルト】

松本市四賀地区飼料用米導入定着化推進協議会【飼料用
米たまご】

こめぶた

【凡例】（把握できたブランド事例）

･･･事例無し ･･･1例 ･･･2例

･･･3～4例

（道県名）
取組主体名【ブランド名】

･･･5例以上

（新潟県）
ＪＡえちご上越【米っしいポーク・米っしいビーフ】

新潟県飼料用米推進協議会【ときめき旨米豚・
ときめき旨米卵】

こめ こめ

（富山県）
小矢部市飼料用米推進協議会【小矢部の米(my)たまご】

（石川県）
ＪＡ石川かほく【豚輝】
能登豚推進協議会【能登豚】

トンキー

（福井県）
（株）土田鶏卵 【いっぺん食べてみねのふるさと福井の米たまご】

（北海道）
生活協同組合コープさっぽろ【黄金そだち】

(有)ビクトリーポーク【小樽美米豚】
北海道倶知安農業高等学校【ようてい和牛】

こがね

おたるみらいとん

（群馬県）
はつらつ豚研究会【上州米豚】
下仁田ミート(株) 【下仁田ポーク米豚】
有限会社宮城種豚センター【こめこめ豚】

29

（山形県）
（株）和農産【和の奏】
（株）山形ピッグファーム【舞米豚】
（株）平田牧場【こめ育ち豚】
ＪＡさがえ西村山肉牛部会【もち米牛】

（株）大商金山牧場【米の娘ぶた】

山形さくらんぼ鶏ブランド化推進協議会
【山形さくらんぼ鶏】
農業生産法人株式会社アイオイ

【やまがた最上どり】

まいまいと
ん

こ



飼料用米を活用した畜産物のブランド化事例②

（兵庫県）
（株）オクノ【オクノの玉子】
飼料用米を活用した鶏卵・鶏肉のブランド化

推進協議会【ひょうごの穂々笑実】

（熊本県）
ＪＡ菊地【えこめ牛】
（有）那須ファーム【八十八卵】

（島根県）
（有）藤増・ＪＡしまね出雲地区本部【まい米牛】
（有）旭養鶏舎【島根のこめたまご】
（有）福田ファーム【島根のこめたまご】
（有）山本産業【石見のこめたまご】
（有）木次ファーム【島根の米たまご「おこめのめぐみ」】

まいぎゅ
う

（大分県）
（有）鈴木養鶏場【豊の米卵】
中津地区飼料用米利活用促進協議会【錦雲豚】
豊後・米仕上牛販売拡大協議会【豊後・米仕上牛】

とよ こめたま
ご

（山口県）
（株）出雲ファーム【やまぐちの米育ち】

深川養鶏農業協同組合【長州どり、長州赤どり、長州
黒かしわ】
（有）鹿野ファーム【鹿野高原豚、お米豚】

（愛媛県）
（有）イヨエッグ【米っ娘たまご】

こ

（宮崎県）
ＪＡ宮崎経済連【米の子、玄米鶏、米寿ポーク】

（有）エムケイ商事【エムケイさんちのお米豚】
えびのエコフィード利用・増産推進協議会【いもこ豚】

こめぶた

（鳥取県）

（株）美歎牧場【米そだち牛】
（株）西日本ジェイエイ畜産・鳥取県生活協同組合
【大山こめ豚「みみとん」】
小川養鶏場【さくらのこめたまご】

み た に

（鹿児島県）
マルイグループ【マルイ元気米たまご、米そだち元気鶏】
（株）カミチク【玄米黒牛】

（福岡県）
城井ふる里村【築上の米卵】
ＪＡ全農ふくれん【博多すぃ～とん】

（岡山県）

生活協同組合おかやまコープ【コープおかやま牛、コープおか
やま豚、コープ産直こめたまご、コープおかやま若鶏】
新田養豚【米ブレッとん】

（高知県）
四万十農協飼料米活用研究会【米豚】
川添ヤギ牧場【川添ヤギ牧場のヤギミルク】

こめぶた

【凡例】（把握できたブランド事例）

･･･事例無し ･･･1例 ･･･2例

･･･3～4例

（道県名）
取組主体名【ブランド名】

･･･5例以上

（岐阜県）
ＣＯ・ＯＰぎふ【さくら米たまご】

（愛知県）
（株）デイリーファーム【あいちの米たまご】
ＪＡあいち経済連【みかわポーク】

（三重県）
（株）大里畜産【伊勢美稲豚】
（株）地主共和商会【平飼い米たまご、お米美人】

いせうまいねぶた

（徳島県）
徳島県農業再生協議会【地米卵】
石井養鶏農業協同組合【大河のおすそわけ神山鶏】

じまいたまご

（香川県）
（有）高島産業【もみじとお米のたまご】

（広島県）
（農）世羅ファーム【生協産直こめたまご、稲の香り】
（株）広島ポーク【お米（マイ）・ポーク】

やそはちたまご

（長崎県）
（株）土井農場【諫美豚】
（株）柿田ファーム【雲仙あかね豚】

かんびと
ん

ほ ほ え み

（京都府）
京都生協【さくらこめたまご】

（滋賀県）
生活協同組合コープしが【産直こめ育ちさくらたまご】

（佐賀県）
（株）ヨコオ【みつせ鶏】

きんうんとん

農林水産省調べ［令和３年４月時点］
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第２回 コメ政策と飼料用米に関する座談会

林 久 利
（はやし ひさ とし）

生年月日

昭和３０年
５月１２日（６６歳）



住所と連絡先

〒038-1323
青森県青森市浪岡大字本郷字平岡９

携帯番号 090-8929-3914

電話番号 0172-62-3090

林利久の青森市浪岡大字本郷地区の場所

津軽平野の中東部に位置し、西南に平野
と北部は津軽山地、東部は奥羽山脈に囲ま
れたリンゴ・米を基幹とする第一次産業の
町です。
町内には南北朝時代、後醍醐天皇を助け

た北畠親房の子孫が築城した浪岡城や舘が
あり、「中世の里浪岡」として周知され
ている。



２ 飼料用米の耕地面積 約５３町歩

林久利の令和３年度の経営内容について

１ 主食用米の耕地面積 約２町歩

３ リンゴ畑の耕地面積 約２町歩

４ 労働力について（家族経営）

夫婦２人・長男夫婦・次男１人の計５人



令和年３度の飼料用米の栽培・出荷方法について

１ 作付品種は、飼料用米新品種「ゆたかまる」

２「作業の省力化」と「低コスト化」を図るため
「密苗」の移植栽培に取り組んでいます。

３ 側条施肥移植機を使い、肥料の節約と労働の
省力化に取り組んでいます。

４ 出荷は、フレコンバッグを使用せずに乾燥機
から直接ダンプ車に籾米をバラ積みして出荷。



２ 飼料用米の耕地面積

令和２年度の経営内容と米の作付面積について

１ 主食用米の耕地面積

３ リンゴ畑の耕地面積

４ 労働力について（家族経営）

夫婦２人・長男夫婦・次男１人の計５人

約３５町２反歩

約１９町６反歩

約１町２反歩



令和３年度の米の作付面積について

１ 主食用米の備蓄米入札の失敗により、作付面積を減ずる。

２ 飼料用米の面積数を主食用米の減じた面積数分を増やす。

約３５町２反歩 約３町歩約３２町５反歩減

約１９町６反歩 約５２町１反歩

３ 令和３年度の青森市の地域平均単収値 ５９２㎏(１０ａ)

４ 令和３年度の出席者の平均単収値 ７２１㎏(１０ａ)

約３２町５反歩増



林 久 利 の 乾 燥 機 等 の 設 備 に つ い て



林久利の集荷用器具等の設備について



グリーンハウス２号棟

グリーンハウス１号棟

出荷先の(株)木村牧場のグリーンハウスへ
わが国最大の飼料用米専用倉庫（１万４千ﾄﾝを保管）

飼料工場
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グリーンハウス１号棟内と集荷作業状況

40

リフトでフレコンでつり上げてもみ米を投入口へ もみ米をバラ積み出荷したダンプカーで投入口へ

倉庫の消毒後、８月中旬頃のハウスの空の内部状態 ９月下旬頃のもみ米のハウス内の集荷・搬入の状態



ＪＡ全農あおもりが生産者に主食用米の仮渡す概算金の目安額は、過剰在庫
と豊作であった２０１４年産に次ぐ安値になった。今年は、ＪＡの備蓄米の大量入

札により価格が急落し、価格が３千円以上の下落を予測した稲作農家が、飼料用米
に切り替える生産農家が続出することになりました。生産ベース価格を割り込んだ価
格帯はモチベーションを下げるどころか死活問題となり、さらに米農家の平均年齢が６
８歳の高齢化が進行中に離農したくてもできず、農機具等の支払いが出来ない状況
である。
３年先には３割以上の離農と農地の集約化が進むような気がします。

① 米の民間在庫過剰に伴う米価急落と稲作農家の
離農が一挙に出て来ることへの懸念

② 飼料用米の本怍化に向けたテコ入れの強化

トウモロコシの世界市場価格が高騰する現状で、カロリー面でトウモロコシ
と遜色のない飼料用米を本格的に代替えとするため、行政のテコ入れが必要に
なります。できるなら、７０万㌧の目標値から年間可能使用量の約１１２万㌧
近くを目標値に設定し、「飼料自給率」の向上と「持続可能な飼料生産」とし
て定着を図るとともに、「食料安全保障」の一環として本格的な強化策を講じ
て頂きたい。



③ 民間主導型のコメ需給対策には限界があるので
はないのかとの疑念と政府の役割の重要性

④ 先行きの見えないコロナ禍の中での世界的な
食料需給の変化への対応

５０年近くにわたる「減反政策」が２０１８年に廃止され、その経過には「食量管理制度」で
価格と生産量が調整され、政府の方針にさえ従えば収入がある程度が確保されていた。しかし、
減反廃止後は「米離れ」が加速し、現在では需要と供給のバランスが崩れて古米民間在庫が７６
万トンを抱える状態で主食用米価格の暴落となり、今年もさらに助長される状態が予想されます。
政府は民間主導型に「特別枠」による支援対策と飼料用米に対する補助金を従来の方針通りに

継続することが涵養と思います。補助金の変更や削減等が実施されれば、米怍農家の生産意欲が
ますます減退し、政府に対する不信感が拡大しないように支援することが重要と思われます。

「食料安全保障」対応が実施されていれば、日本に食料危機が起こる可能性はないと思います。
この度の「新型コロナの世界的大流行」では、世界の食糧システムの脆弱性が明らかになり、

コロナ禍による飲食店の営業自粛、輸出入の一時停止、食料供給網の不安定化、経済悪化などが
多くの国の雇用と食を直撃しました。現在のコロナ禍収束が見通せない中で、日本は国際社会に
「緊急人道支援」として「特別枠」としての剰余米を拠出し、先進国、途上国を問わず「農業・
食料システムの抜本的な変革」と「持続可能な開発支援を拡充」をすべきと提唱して頂きたい。



飼料用米の作付が伸展しなかった理由について

☆１ 所得の向上と生産意欲に繋がらなかった！

作況指数により、収穫数量が増えるほど基準単収値の補助金が
減額となり、頑張って収穫をしても成就感と生産意欲等が下がる
一方で、主食用米に適用しない不公平感と所得差を感じている。

これまで実施された来た政策がコロコロ変わる経緯から、現行
制度がいつまで継続するのかの強い不信感と財源が恒久的に担保
されず、いつ梯子が外されるかなどの不安感が根底にある。

消費者により美味しい米の提供に切磋琢磨して来たプライドと
家畜の米づくりで約９割の補助金で賄われる抵抗感と葛藤がある。

☆２ 「猫の目農政」に対する不信感と不安感！

☆３ 米怍りのプライドと補助金に対する葛藤！



今後の飼料用米作付振興の課題について

ＪＡ含め民間会社では飼料用米の保管する専用倉庫が少なく、受け入れ先も
限定され、さらに飼料工場は倉庫を持たず、都度、必要量の納入システムを
取っているので、各県などで保管する倉庫の増設が喫緊の課題となります。
また、飼料工場までの流通体制もフレコン積載とバルク車(飼料運搬車)を

併用しての対応をしているが、流通費用の軽減を図るため、いずれは、コン

テナ等の流通方法を考慮に入れた対応を考えて行きたい。

日本では、カロリーベースでの食料国産率は４６％ですが、飼料自給率は
２５％と低率です。行政では、食料国産率と飼料自給率の向上と発展を図る
ためと｢食料安全保障｣を担保する必要性や啓発する周知方法が不足です。
今後、田畑の遊休地を活用し、安全安心で安定した価格の飼料用米活用で

畜産等による肉生産するための補助金交付に、国民理解を得るための啓発と
周知活動を発信し、「共有・共存の道」を政策に反映して頂きたい。

☆１ 国内の保管体制と流通体制の整備の確立！

☆２ 飼料自給率の啓発活動と周知活動について！



１ 青森市 (５９２㎏／１０ａ)

２ 弘前市 (５９４㎏／１０ａ) 

３ 五所川原市 (６３９㎏／１０ａ)

４ つがる市 (６４５㎏／１０ａ)

５ 鰺ヶ沢町 (６１１㎏／１０ａ)

６ 深浦町 (５５４㎏／１０ａ)

７ 板柳町 (６１３㎏／１０ａ)

８ 鶴田町 (６１５㎏／１０ａ)

９ 中泊町 (６０７㎏／１０ａ)

10 金木町 (６３６㎏／１０ａ)

11 藤崎町 (６０１㎏／１０ａ)

12 大鰐町 (５５４㎏／１０ａ)

令和３年度の基準単収値 ☆ つがる市の３年度指数が１０３の場合

(６４５)×１．０３≒６６５(㎏／１０ａ)

基準単収値 ８万円＝６６５㎏

(６６５)＋１５０＝８１５(㎏／１０ａ)

☆ 青森市の３年度の指数が１０３の場合

( 592)×１．０３≒６１０(㎏／１０ａ)

(６１０)＋１５０＝７６０(㎏／１０ａ)

最大単収値１０．５万円＝815㎏

最大単収値１０．５万円＝７６０㎏

基準単収値 ８万円＝６１０㎏
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コメ政策と飼料用米に関する座談会
（飼料用米の養鶏用飼料化）

2021年12月3日
（株）トマル



会社概要

・創業 大正14年 設立 昭和37年
・代表者 代表取締役社長 都丸雄一
・事業所 群馬県、福島県、栃木県、埼玉県 計30ヶ所
・年商 １５１億円（2020年度グループ連結合算）
・従業員数 約３６０名(グループ全体 パート含)

・事業内容
種卵生産及び雛孵化、育雛・育成、鶏卵生産・販売液
卵・凍卵製造販売、堆肥製造・販売、和牛繁殖・搾乳



トマルの一貫生産体制
有機農法
部門

鶏卵部門

成鶏部門
育雛・育成
部門

種鶏・孵化
部門



飼料用米の利用開始の背景

・配合飼料価格に影響を与える主原料のトウモロ コシ
は海外からの輸入に依存しており、投機筋 による価格
高騰リスクあり（⇒飼料用米で代替 することにより、
リスク低減・飼料自給率の向上）

・「食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日 閣
議決定）」を受け、飼料用米の生産者に対し、 交付金
（基準@80,000円/10a）が拠出されること になったこと。



飼料用米の購入数量推移
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飼料用米の利用推移①

2011年：
・飼料用玄米を地元JAから購入（約120トン）
当初は配合飼料メーカーへ飼料用米を持込、配合飼料
として購入

2014年：
・社員が飼料用米（もみ米、玄米）検査員資格取得
（現在は、同検査員資格保有者２名）

・２つのＪＡから購入（合計で約６５０トン）に拡大
・もみ米の飼料利用に関し、群馬県畜産試験場に「試験
場の給餌試験結果」を聴取し、飼料化に際し、
問題ないことを確認



飼料用米の利用推移②

2016年：
・国の『食料・農業・農村基本計画』による米価安定の
ための飼料用米推進を受け、群馬県前橋市でクラスター
協議会を設立。循環型農業に向けての飼料用米取引推進
・栃木県茂木町のグループ農場近隣の耕種農家とのもみ
米取引開始（茂木町と連携して、飼料用米協議会）

2017年：
・クラスター事業を利用し、飼料用米混合工場完成
（工場建物、飼料用米混合ミキサー、
５０ｔ原料タンク、５０t製品タンク等を整備）



国のクラスター事業を使っての
飼料用米混合工場建設！

平成27年度「畜産収益力強化対策 （畜産競争力強化整
備事業） 」を活用し、クラスター事業にて、 前橋市
荒子町に「飼料用米混合工場」を建設

（荒子写真）



飼料用米の利用推移③

2018年：
飼料用米混合工場の設備
（原料切込搬送設備、200t原料タンク、50t製品タンク、粉砕機
等）増設

⇒年間25,000トンを配合飼料化して出荷可能に

＜荒子工場の自家配設備を拡張＞



飼料用米の利用推移④

2020年：
飼料用米倉庫完成（FB荷姿で1,000トン弱保管可）
有機堆肥販売に絡めて、飼料用米集荷拡大
（もみ米＋玄米）集荷予定
2020年：
3,000トン ⇒ 2021年：3,600トン予定

＜荒子工場に飼料用米貯蔵倉庫建設＞



自社工場での飼料用米を
使った養鶏用飼料製造

育成用飼料： 中雛用1銘柄
大雛用2銘柄

成鶏用飼料： プレレイヤー飼料1銘柄
成鶏（白色鶏）用飼料6銘柄
成鶏（褐色鶏）用飼料6銘柄

飼料用米配合は、もみ米と玄米で配合に差異はあるが、
MAX３０％まで配合（トウモロコシの代替として利用）



飼料用米の集荷・入庫
に際しての感想

◎集荷の荷姿が統一されておらず、
バラ・ＴＢ・紙袋の荷姿で、かつ入り数量が
異なるものあり
⇒倉庫保管の際に苦慮

◎もみ米の場合、生産者によって稲の茎等の異物混入
しているケースあり
⇒工場や農場での搬送の際に詰まり等不具合



飼料用米を自家配合した感想

◎栄養成分的に、飼料の主原料（トウモロコシ）
の代替としての利用は十分可能
栄養成分的にタンパク質の成分値がトウモロコシと
同等以上（自社調査）

◎トウモロコシよりも安価であれば使えるが、配合量を
多くするには、物性的に丸粒と粉砕の併用が必要

◎飼料用米を多配合の場合、卵黄色補正はコストアップ



飼料用米利用の課題①

１．安定供給が可能か？
現状の飼料用米に対する国策がいつまで
継続するのか？（飼料用米生産者の保護）

２．価格の安定
利用者（畜産生産者）にとって使用できる価格で
入手できるか？ （トウモロコシ価格との競合の
ため、割高ならば飼料用米の使用は制限される）
⇒価格安定のための仕組みが必要か？



飼料用米利用の課題②

３．飼料米を使った飼料化に際し、通年使用できる
仕組みの構築？
現時点では、飼料用米の品質維持の観点から
通年利用に耐えうる保管施設がないため、時期的な
使用に留まっている。
輸入トウモロコシのように通年、必要数量を使用
できる保管・流通体制が望まれる。

４．小規模な飼料用米生産者が利用できる共同利用設備
（もみ摺り・乾燥・保管）の整備？



ご清聴、ありがとうございました



飼料用米の今日的意義は何か？

米価の底支え機能だけなのか？

コメ政策と飼料用米に関する座談会資料

令和３年１２月３日（金）14:00～16:00

助言者：信岡誠治

（日本飼料用米振興協会 理事・元東京農業大学教授 ）

水田農業と畜産の結合による新たな
ビジネスモデルの可能性は



64

10年前の東日本大
震災の記憶は薄れ
てきているが輸入
途絶のリスクヘッ
ジは今はどうなっ
ているのか

N社の飼料米プロジェク
トでは地元農家に鶏糞を
提供して飼料用米の契約
取引をおこなっていたた
め、配合飼料供給がス
トップしても手元にあっ
た飼料米200ｔを給与し
て助かったことが2011年
4月4日の岩手日報で伝え
られている。

2012.2.23 朝日新聞



令和3年産 米価が急落

65

ＪＡ概算金とは全農
県本部が単協から買
い付ける価格で玄米
60kg当たりの価格。

単協の販売手数料が
これから差し引かれ
るので、実際の農家
手取りはもう少し下
がる。

稲作農家の採算ライン
は10,500円／60kgであ
るので大半が赤字経営
（ 又は ）に
なってきている。

高いコメと安い米との
価格差は２倍以上に拡
大してきている。

出所：
三菱商事アグリサービス
（株）THE MAC JOURNAL 
vol.597 2021.9.29



採卵養鶏では飼料費とひな代の合計が6割

66

106,670,000 , 47%

28,886,000 , 13%

27,365,000 , 12%

63,330,000 , 28%

採卵養鶏経営（企業タイプ）の経営費の構成

ひな・若メス代

減価償却費・その他

令和元年

経営良否を左右
するのは飼料代

飼料代を引き下げ
ることが経営継続
の鍵

現在、配合飼料価
格は一昨年に比べ
5割アップ



再度、急増した飼料用米の生産
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主食用米価格
の動向によっ
て飼料用米の
生産量は増減

令和3年産は
一挙に63万ト
ン前後まで飼
料用米は増加
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飼料用米の生産者は5ha以上の大規模稲作農家

68

10ha以上の大規模稲
作農家の飼料用米の
生産シェアは67％

大規模稲作農家に
とっては飼料用米の
収入は経営維持の要



飼料用米の直接支払い交付金は単収が基準

69

飼料用米の交付金は全
て稲作農家に支払われ、
畜産生産者にはない

飼料用米の交付金単価167円
/kgは60kg当たりでは10,020円
で実質的に米価の最低保証価
格となっている。
10,000円/60kgを割る主食用米
価格であれば飼料用米を生産
した方が有利。



飼料米供給量は100万ｔを超えるが、政府の古米が3分の2
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玄米とモミ米

古米（玄米）

古米（精白米）



飼料米の9割強を養鶏・養豚が利用

71

畜産生産者が飼料用米生産者に要望していること

残留農薬（とくに殺虫剤）のないこと（残留が検出されると廃棄処分）。



鶏にはモミ米あるいは玄米のまま給与できる

72



飼料用米の需要は食用米よりも大きい

73



飼料用米のメリットは

74

①飼料自給率と食料自給率の向上：

⇒目に見える形で食料安全保障の実現

⇒ 飼料自給率の向上

②食の安全性向上と消費者の健康増進：
⇒省農薬栽培の増加で食の安全性が向上
⇒ ヘルシーな畜産物で消費者の健康増進
⇒飼料原料のトレサビリティが実現可能
⇒日本型の有機畜産が実現可能



飼料用米のメリットは

75

③ 地域経済の活性化：
⇒飼料用の輸入トウモロコシ（約4,000億円）を国産の飼料用米に順次置き
換えていけば、地域経済の活性化に寄与
⇒雇用の創出と新しいビジネスの展開

④環境保全に貢献：
⇒ フードマイレージの縮減＝地域で飼料用米を生産し、地域で飼料用米を
利用→SDGsへの寄与＋CO２の削減

⇒糞尿処理問題の解決＝水田と畜産の結合で循環型農業の構築

⇒遊休水田のフル活用で農村の景観保全と地下水源の涵養

⇒遊休農地（水田）の解消

⑤循環型社会の実現：
⇒耕種（水田）と畜産の結合により新しい循環型社会と循環型農業が実現



飼料用米の定着のカギは

76

○飼料用米を給与した畜産物（鶏卵、鶏肉、豚肉、牛肉、
牛乳）は「すっきりとした味」となるのが最大の特徴、
また「脂肪色は白く」なる

○飼飼料米を給与することで畜産物は「オレイン酸の割
合が高く、リノール酸の割合が低く」なる⇒人の健康増
進に寄与

○飼料の主原料を変えれば「味が変わる」のは当然のこ
と、このことを消費者は納得し、買って食べること

○飼料用米の「生産・保管・流通コストを大幅に引き下
げて」いかないと真の定着とはならない



前後から5前後に低下（味がすっきりする）

飼料米配合率と全卵多価脂肪酸含量の関係
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飼料用米の給与は卵の脂肪酸組成を変化させ、味をスッキリ
させ、健康機能性を付与できる
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出所：日本畜産学会報告、青森県畜産技術所・東京農業大学

前後から5前後に低下（味がすっきりする）



コメ政策と飼料用米に関する座談会の論点

78

⓵ 米価急落に伴い稲作農家の離農加速の懸念はあ
るか

⓶ 民間主導型のコメ需給対策には限界があるので
はないか

⓷ コロナ禍に伴う資源価格や食料価格高騰で世界
的な食料需給の変化への対応はどうするのか

⓸ 飼料用米の本作化へ向けたテコ入れのあり方－
水田農家と畜産農家の連携や結合へ向けて－

⓹ 消費者との連携をどうするのか


